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２０２２年度の温室効果ガス実排出量の現状現状認識

1,3４０万トン-CO2実排出量
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基準年度比

＝ 目標達成

さらなる削減努力なくして

カーボンニュートラルは実現不可能
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参考資料



廃棄物部門

産業部門

運輸部門

民生業務部門

民生家庭部門

２０２２
（現況値）

２０３０
（目標）

２０１３
（基準年）

▲63％

▲64％

▲36％

▲36％

▲４５％

更なる削減の取組が必要各部門において、
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▲２４％

▲32％

▲１３％

▲１7％

▲20％

現状認識 部門別の温室効果ガス排出量の削減目標との比較

製造業・建設業
農林水産業 他

自家用車・物流
公共交通 他

事業所・ホテル
学校・店舗 他



食品飲料製造業 7.1%

繊維工業 1.1%
木製品・家具他工業 1.8%

パルプ・紙・紙加工品製造業

11.4%

印刷・同関連業 0.9%

化学工業 20.9%

プラスチック・ゴム・皮革

製品製造業 7.7%
窯業・土石製品製造業

9.4%

鉄鋼・非鉄・金属製品

製造業 16.9%

機械製造業

22.5%

他製造業 0.4%
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現状認識 産業部門の二酸化炭素排出量（２０２２年度）

農林水産業

7.7%

鉱業他

0.5%
建設業

4.0%

製造業

87.8%

産業部門

３８６万t-CO2

産業部門の二酸化炭素排出内訳 製造業の二酸化炭素排出業種別内訳

製造業

339万t-CO2

○ 産業部門の二酸化炭素排出量のうち、製造業からの排出が８７．８％を占める
○ 製造業の排出量の内訳は、機械製造業が２２.5％と最も多く、次いで化学工業が20.９％、鉄
鋼・非鉄金属製品製造業が16.9％となっている
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現状認識 運輸部門の二酸化炭素排出量（２０２２年度）

○ 運輸部門の二酸化炭素排出量のうち、自動車からの排出が95.6％を占める
○ 自動車からの二酸化炭素排出量の割合は、旅客車が55.2％、貨物車が44.8％。使用燃料
は、旅客車はガソリンが多く、貨物車は軽油が多い

自家用旅客車

50.8%

営業用旅客車

1.8%

自家用貨物車

20.4%

営業用貨物車

22.4%

自動車

95.4%

鉄道

2.9%

船舶

1.4%
航空

0.3%

ガソリン

50.6%

軽油,3.8%

LPG,0.7%
ガソリン,10.0%

軽油

34.9%

旅客車

55.2%

貨物車

44.8%運輸部門

368万t-CO2

運輸部門の二酸化炭素排出内訳 自動車の二酸化炭素排出車種別・燃料別内訳

自動車計

351万t-CO2
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現状認識 民生業務部門の二酸化炭素排出量（２０２２年度）

○ 民生業務部門の二酸化炭素排出量のうち、卸売業・小売業が２０．３％、宿泊業・飲食サービ
ス業が14.7％、生活関連サービス業・娯楽業及び医療・福祉が11.2％を占める

民生業務部門の二酸化炭素排出内訳

電気ガス熱供給水道業 10.3%

情報通信業 2.6%

運輸業･郵便業 4.1%

卸売業･小売業 20.3%

金融業･保険業 0.7%

不動産業･物品賃貸業 2.5%
学術研究･専門･技術サービス業 1.1%宿泊業･飲食サービス業 14.7%

生活関連サービス業･娯楽業 11.2%

教育･学習支援業 6.7%

医療･福祉 11.7%

複合サービス事業 0.5%

他サービス業 11.8%

公務 1.9%

民生業務部門

25６万t-CO2
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現状認識 民生家庭部門の二酸化炭素排出量（２０２２年度）

○ 民生家庭部門のエネルギー別二酸化炭素排出量のうち、電力が68.4％を占める
○ 県の地域特性として、灯油は暖房需要により消費量が大きく、都市ガスは普及率が低いため、
全国に比べて灯油の割合が高い

民生家庭部門の二酸化炭素排出内訳

灯油

21.7%

LPG

7.4%

都市ガス

2.5%
電力

68.4%

灯油

11.4%
LPG

6.8%

都市ガス

13.2%

電力

68.6%

民生家庭部門

292万t-CO2

家庭部門

15，804万t-CO2

全国福島県
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参考 国の最新（２０２３年度）の温室効果ガス排出量

○ 2023年度の我が国の温室効果ガス排出量は、10億7,100万トン
○ 2022年度の排出量（11億1,600万トン）と比べて、4.0%（4,490万トン）減少
2013年度の排出量（13億9,500万トン）と比べて、23.3%（3億2,440万トン）減少

国の２０２３年度の温室効果ガス排出量

※減少要因
エネルギー消費量の減少及び電力の脱

炭素化（再エネ拡大及び原発再稼働）に伴
う電力由来のCO2 排出量の減少等。


